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NITEは、「独立行政法人製品評価技術基盤機
構法」に基づき、経済産業省のもとに設置されてい
る行政執行法人です。

現在、製品安全分野、化学物質管理分野、バイ
オテクノロジー分野、適合性認定分野、国際評価
技術分野の5つの分野において、経済産業省など関
係省庁と密接な連携のもと、各種法令や政策にお
ける技術的な評価や審査などを実施し、わが国の産
業を支えています。

また、それらの業務を通じてNITEに蓄積された知
見やデータなどを広く産業界や国民の皆様に提供す
るとともに、諸外国との連携強化や国際的なルール
づくりなどに取り組み、イノベーションの促進や世界レ
ベルでの安全な社会の実現に貢献しています。

■NITEの事業案内

https://www.nite.go.jp/

[NITE Webサイト]

電力安全センター

１．NITEについて
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計画課

技術企画室

電力安全技術室

電力安全センター 電力安全技術関西分室

国際規格課

蓄電池評価センター 連携企画室

電気保安

大阪 大阪

◆ 2020年5月に体制強化（電力安全センター新設）。東京でとりまとめ機能を担い、
関西分室や各支所と一体となって、経済産業省と連携しつつ業務に取り組んでいる。

本部長
次長

東京

東京 東京

東京

大阪

電力安全技術沖縄分室設置準備室

東京

東京

蓄電池

２．電気保安技術支援業務の体制

支所
（北海道・東北・中部・北陸・中国・四国・九州）

連携

本省 産業保安G

電力安全課

産業保安監督部等
（北海道・東北・関東・中部・北陸・近畿・中国・

四国・九州・那覇）

経済産業省
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◆ 経済産業省からの依頼を受けて、事故対応行政での諸課題等を踏まえた業務から開始し、
立入検査やスマート保安に係る業務を順次拡充中。

電気工作物の事故 国（本省・各地方監督部）へ報告
内容に応じて国は指導・監督 事故情報を保存

情報を分析し政策に反映・
事業者等に水平展開原子力を除く発電設備、

（水力、火力、太陽光、風力等）
送配電設備、受変電設備

事故

電力会社、需要設備を持つ
町工場等様々

[設置者・電気主任技術者等]検討内容の報告
[国]妥当性の確認・指導

（参）事故対応行政の概要

2017年度
（平成29年度）

2016年度
（平成28年度）

2015年度
（平成27年度）

2014年度
（平成26年度）

2018年度
（平成30年度）

経済産業省 電力安全課と業務検討／各団体等訪問
経
産
省
電
安
課
よ
り
業
務
開
始
依
頼

METI電力安全課に代わり事故報告書情報の整理・分析
（統計とりまとめ＆重大事故分析）

事故報告書情報に関するシステム構築・運用

事故実機調査

経産省の持つ活用し
きれてない事故情報
を統一的に整理・分
析が必要 事故情報の作成・整

理・分析の高度化には
システム化が必要

事業者自主保安とはいえ、
調査能力に限界があり原
因不明となっている報告が
散見

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和2年度）

立入検査等再エネ対応
※スライド15ページ参照

再エネ導入拡大に伴い
小出力設備等で保安
上の課題が深刻化

2021年度
（令和3年度）
立検法施行

スマート保安対応
※スライド16ページ参照

スマート保安技術の
進展に伴い適切な
導入加速が必要2017年度から、外部の関係機関からNITEに対し、

事故事例等の分析・整理について講演・研修等のリクエストが始まり、安全情報の普及啓発活動を順次実施。

法改正成立

２－１．NITE電気保安技術支援業務の概要
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※スライド6ページ参照

※スライド7～13ページ参照

※スライド14ページ参照



◆ 省令「電気関係報告規則」に基づき、事業者から経済産業省に報告される事故情報等の
提供を受け、事故情報の整理・分析を実施。
① 電気工作物の事故統計である電気保安統計の実質的なとりまとめ

② 死傷事故等の重大事故について事業者自ら（実態上は保安を担う委託先の場合が主）原因分析や再発
防止策の検討をした報告書「詳報」を整理・分析

①電気保安統計 ②重大事故分析

電気保安統計（METI/経済産業省）
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial
_safety/sangyo/electric/detail/denkihoantoukei.html

２－2．事故情報の整理・分析

「令和3年度電気保安統計の概要」より
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety
/sangyo/electric/files/set/r3_hoantoukei_gaiyou.pdf 6



行政

報告書（書面 or 電子データ）

電気事業者、自家用電気
工作物設置者、小出力発
電設備所有者又は占有者

手書き パソコンによる作成

or

一般の方

閲覧
検索

ダウンロード

発生した事故の内容に合わせて、でき
るだけ簡単に、漏れ抜けなく、必要な事
項を報告書に記載できる。

作成した報告書（PFD、XML）は、シ
ステムから直接メール送信できる。

電子化した詳報の内
容を体系的に整理、
保存、共有。

分析した結果の一部を外
部に公表。

様々な観点から分析で
きるようデータを抽出、
並び替え可能。

詳報作成支援システム

詳報管理システム 詳報公表システム

詳報データを電
子化して保存。

公表されたデータを検索、
閲覧できる。

※事故が発生した場合、詳報作成支援システムを活用して報告書（詳報）を作成し、電
気工作物の設置の場所を所管する産業保安監督部長宛てにメール送信できる。

詳報作成支援システムから出力される
電子データが無い場合は、行政では紙
の報告書を基に詳報作成支援システム
の入力画面にて手作業にて入力し、電
子データを出力させてから詳報管理シス
テムへ登録している。

２－3．詳報作成支援システム等のシステム構築

• 事故からより多くの教訓等を得るには、個々事故で分析が深まり、その情報が蓄積・適切に
水平展開されることが重要

• その支援となるように詳報作成支援システム及び詳報管理・公表システムを構築した。
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事業者

事故発生

報告書作成

報告書メール送信

報告書提出

各産業保安監督部

作成支援AP

サーバ

報告書作成支援
アプリケーション

●サーバーは
NITE内に設置

当
該
シ
ス
テ
ム
の
範
囲

●アプリケーションで報告書作成

インターネット経由

●報告書作成支援
・感電、破損、波及 で項目が変わる。
・必要項目に記載漏れが無いかアシスト
・別紙に関する内容をなるべくプルダウンもしくはボタン選択形式で
選択できるようにし、打ち込み量を軽減させる。

●様式１３の形式で印刷、ＰＤＦファイル化
●報告書内容をＸＭＬのテキストファイル化

● 報告書をWebアプリケーションから直接、所管する産業保安監
督部長宛てにメール送信。

2ー3. 詳報作成支援システムの概要（１）
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【詳報作成支援システム】
https://www.nite.go.jp/gcet/tso/shohosupport/

2ー3. 詳報作成支援システムの概要（２）

■詳報作成支援システムの利用は、
NITEホームページ→ 国際評価技術→「電気保安技術支援業務・スマート保安」
のメニュー一覧にある「詳報作成支援システム」からアクセス

・詳報作成支援システムによる電気事故報告の作成については、以下のホームページ画面表示のように
①「事故詳報作成」（電気関係報告規則第3条に係る電気事故報告(詳報)）
②「小出力発電設備事故報告書作成」（小出力の太陽電池発電又は風力発電設備に係る事故）

に分かれていますので、目的に合った事故報告を選択。

9
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波及事故（7-11号）であれば・・・ こんな情報も入力
●保護協調不備の内容
●電気工作物情報
・破損した等の事故発生原因となった
１次要因の電気工作物の情報
（製造事業者・型式・仕様・設置年数・製造年月）
・正常に動作しなかった区分開閉器など、波及事故に
至る要因（２次要因）となった電気工作物の情報 等

電気関係報告規則第３条に規程する事故について、基本情報（様式１３）を軸に、該当する号
ごとに報告書を作成。

死傷事故（1号）であれば・・・ こんな情報も入力
●作業員情報
・事故時の安全装備状況
・経験年数
●電気工作物情報
・充電部の状態 等

＋

＋

破損事故（3号、4号）であれば・・・ こんな情報も入力
●破損箇所と破損箇所に対する復旧内容
●電気工作物情報
・（製造事業者・型式・仕様・設置年数・製造年月）
●点検状況 等

＋

様式１３ 基本情報

●報告事業者
●主任技術者
●件名
●事故発生日時
●事故発生状況
●復旧日時
●事故原因
●防止対策

（別紙）

（別紙）

（別紙）

各号ごとにおける入力項目

2ー3. 詳報作成支援システムの概要（3）
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11

2ー3. 詳報作成支援システムの概要（4）

① 報告先選択

② 報告者情報の入力

③ 報告規則<号>の選択

④ 様式13入力

⑤ 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力

⑥ 様式13総括入力

提出先保安監督部の選択

設置者に関する内容入力

電気関係報告規則第3条の号数選択
（1～14号、3つまでは複数選択可）

原因、再発防止対策及び全体総括を入力

各号の詳細情報及び事故発生に
起因した電気工作物の情報入力

事故発生前の状況、事故
の経緯等入力

■詳報作成支援システム入力の流れ



事故例を題材としたストーリー形式になっており、登場人物2人の会話を通して、自然にシステムの
使い方が学べるようになっている。
動画は、電気設備の種類（自家用、小出力発電設備）、事故の種類（感電死傷、破損、波
及）によって分かれているので、ご自身の事故報告書に近い動画をプレイリストから選択可能。

システムの使い方マニュアル（解説動画）があります。

2ー3. 詳報作成支援システムの概要（５）

※詳報作成支援システムの使い方 - YouTube

https://www.youtube.com/playlist?list=PLWxWKUOj3xAL7il1d7jJ17v8ieCHYM6gk 12
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２－3．電気工作物に関する事故情報の公表（詳報公表システム）

詳報公表システムは、電気事業法に基づく電気工
作物に関する全国の事故情報（詳報）が一元化
されたデータベースです。

•詳報公表システム
https://www.nite.go.jp/gcet/tso/shohopub/search/



２－4．事故実機調査
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◆ 自家用電気工作物にかかる重大事故報告において、調査能力に限界があり原因不明となっている報
告が散見。事業者の多くが中小事業者であること等により、受付する監督部でも原因究明を強く指導
しきれないという事情もヒアリングにより判明。

◆ NITEでは主任技術者や設置者などからの調査依頼に基づき、事故実機をお預かりし、観察結果など
のファクトデータを提供し、事故原因の推定や事故詳報の作成の参考資料として提供開始。

◆ NITEの調査によって明らかとなった事項については注意喚起文書を作成・公表。

調査結果の活用例
<事業者>
• 再発防止対策の実施
• 類似設備の点検

<経済産業省>
• 事業者への改善指導
• 類似事業所への注意
喚起

<NITE>
• 外部の研修会等におけ
る事例紹介

• 電安小委への報告
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２－5．立入検査

◆ 電気事業法等が改正され、2021年4月1日から、NITEに立入検査権限を付与。

◆ 2021年度は、これまでNITEが実施してきた事故報告の整理・分析の結果を活用し、過去に事故を
起こした太陽電池発電所等へ大臣指示に基づき立入検査を実施。

◆ 2022年度においても、これまでの事故報告の整理・分析の結果を踏まえ、土砂災害警戒区域を含む
太陽電池発電所等の再生可能エネルギー発電所、需要設備等への立入検査を実施。

◆ 立入検査を的確に実施することにより、保安現場の実態を把握し、次期立入検査方針への提言等、
行政への技術的支援を行う。また、立入検査で得られた保安上の知見を保安関係団体に提供する
などの活動を実施していく。

立入検査の実施風景写真

NITE職員



２－6．スマート保安への取り組み

◆ 急速に進む保安人材の高齢化に伴う人手不足や、新技術導入に伴うデジタル化に対応するため、電気保安のス
マート化が求められています。

◆ NITEは、スマート保安技術を活用した新たな保安方法について、その妥当性を確認する場として、令和3年度に
「プロモーション委員会」を設置。委員会での議論を踏まえ、当該保安方法について、関係業界等への普及広報
（スマート保安技術カタログの作成・公開等）、導入を促進するための規制見直しの提言等を実施。

◆ 第1号案件「停電年次点検の延伸（1年に1回⇒3年に1回）の技術要件」を承認。

◆ 第2号案件「地絡事故の予兆を検知する技術要件」を承認。

◆ 令和4年11月、NITEから第5号案件のスマート保安技術カタログを公開。

16

【第1号案件】センサー等を活用して常時監視等を行うことで、停電年次点検を延伸しても保安レベルを維持

【第2号案件】センサー等を活用して地絡の前兆現象を検知し、大きな事故が起きる前に設備点検やメンテナンスを行うことで、停電事故を防止
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２－7．NITE電気保安技術支援業務の今後方向性

◆ NITEは、「事故情報から得られる特異点・トレンドの分析・フォローアップ」、「事故実機調査
で得られる事故発生電気工作物に対する知見」、「立入検査の実施で得られる保安現場
の実態把握」といった異なる３つの現場的視点をもって電気保安業務を技術支援していく。

◆ また、スマート保安技術の妥当性を確認し、経済産業省と連携して当該技術の導入を促
進する等、スマート保安推進のハブとなることをめざし活動を行っていく。

◆ これらを有機的に連携させることで、NITEならではの切り口から、有益な情報を収集・整理
抽出し、次期立入検査方針等を提言するほか、講演会等を通じた事故情報の展開、既存
制度の見直しなど、官民に対して積極的に提案・発信していくことをめざす。

官
民
の
電
気
保
安
向
上
に
貢
献

事故情報分析

事故実機調査

立入検査

スマート保安推進

総合的な
整理・分析
により、

保安知見の
水平展開
＆

制度等
改善提言

スマート保安
技術の

妥当性確認
や導入促進
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⚫ NITEでは、事業者から経済産業省に提出される電気工作物の事故情報である詳
報※の作成・提出を容易にするため、詳報作成支援システムを運用しております。

⚫ 今回は、電気関係報告規則第3条第1号～14号の各種報告書から、第1号（死
傷事故）及び第12号（波及事故）について、詳報作成支援システム上での報告
書作成と産業保安監督部へのメール提出までの流れをご説明いたします。

➢「詳報」とは、電気関係報告規則第3条（事故報告）に基づき、事業用電気工作物を設置する電気事業者又は自家
用電気工作物を設置する者から、経済産業大臣又は電気工作物の設置の場所を管轄する産業保安監督部長宛てに
提出された電気事故報告書のこと。

➢本資料における「死傷事故」とは、電気関係報告規則第3条第1項の表第1号「感電等の電気工作物に係わる死傷事
故」に基づき、電気工作物の設置の場所を管轄する産業保安監督部長宛てに提出された事故であり、感電又は電気工
作物の破損若しくは電気工作物の誤操作若しくは電気工作物を操作しないことにより人が死傷した事故（死亡又は病院
若しくは診療所に入院した場合に限る）をいう。

➢本資料における「波及事故」とは、電気関係報告規則第3条第1項の表第11号（平成28年度改正より前は同規則第
10号に該当）に基づき、電気工作物の設置の場所を管轄する産業保安監督部長宛てに提出された事故であり、一般
送配電事業者（旧一般電気事業者）等の電気工作物と電気的に接続されている電圧3,000ボルト以上の自家用電
気工作物の破損事故又は自家用電気工作物の誤操作若しくは自家用電気工作物を操作しないことにより一般電気工
作物又は特定送配電事業者（旧特定電気事業者）に供給支障を発生させた事故をいう。

０．はじめに
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■詳報作成支援システムのメリット

➢ 電気事故発生の事業者は、経済産業省に事故報告書（詳報）を提出する。

➢ 事故の種類によって記載すべき内容が変わるほか、項目も多岐に渡るため 、一から作成

するには大変な手間と時間がかかる。

➢ 「詳報作成支援システム」を利用すると、指示に従って記載項目を入力していけば、完成

度の高い詳報を作成することが可能。

詳報作成支援システムを使って頂くメリット

詳報作成支援システムは、Webブラウザーから使用開始なWebアプリケーションで、
ソフトウェアのダウンロードやインストールが不要です。

20
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報告表紙 様式13 電気関係事故報告 別紙（詳細） 別紙（詳細）

利用上の注意点
1.詳報作成支援システムは以下のWebブラウザーに対応しています。

1. Microsoft Edge
2. Google Chrome

2.システムはデータをサーバー上に残さない運用としております。そのため、作業終了時に入力の保存
（XMLファイルの取得）を必ず行うようにお願いいたします。（PDFファイルのみでは作業途中からの
再開ができませんのでご注意ください。）

印刷例

21

■詳報作成支援システム利用上の注意



■詳報作成支援システムの入力の流れ

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力 >
資料選択、提出

拡大：入力作業状況の確認

設置者に関する内容入力

提出先保安監督部の選択

原因及び再発防止対策以外の情報
について入力

原因及び再発防止対策の情報に
ついて入力
発生した事故の全体総括として
の情報入力

1号～13号のいずれかについて
選択（３つまでは複数選択可）

各号の詳細情報及び事故発生に
起因した電気工作物の情報入力

①報告先選択

②報告者情報の入力

③号の選択

④様式13入力

⑤号情報の入力 - 電気工作物情報の入力

⑥様式13総括入力

⑦資料選択、提出 22

※作成途中にいつでも
一時保存が可能です。



■詳報作成支援システム使用例

事例２（旧11号、令和4年12月より12号）
受電電気室の一部に破損箇所があり、そこから進
入した蛇が、主遮断器の高圧交流負荷開閉器
（ＬＢＳ）Ｒ相電源側の接続部分と高圧交流
負荷開閉器ケースに接触し地絡し、高圧気中負
荷開閉器（PAS）及び地絡方向継電器が不良
のため動作せず、波及事故に至った。

事例１（1号）
作業員がキュービクル内の銘板確認中に、計器用
変成器（ＶＴ）の充電部に接触し、やけど（感
電負傷）をおった。

事例３（1号＋12号複合 ※参考に記載）
高圧負荷開閉器（LBS）がロック機能の不良に
より開放したため、ディスコン棒を用いて閉路した際
に、誤って被害者が高圧負荷開閉器（LBS）に
接触して感電するとともに地絡したが、構内第１
柱の高圧気中開閉器の地絡継電器が作動しな
かったため、波及事故となった。

【死傷事故】
●作業員情報
・感電経路
・事故時の安全装備状況
・経験年数
・安全教育
●電気工作物情報
・充電部の状態

事例3の報告において必要な事項

【波及事故】
●１次要因
・地絡・短絡事故発生
原因
●２次要因
・波及事故に至った原因

【死傷事故】
●作業員情報
・感電経路
・事故時の安全装備状況
・経験年数
・安全教育
●電気工作物情報
・充電部の状態

事例1の報告において必要な事項

事例2の報告において必要な事項

【波及事故】
●１次要因 地絡・短絡事故発生原因
●２次要因 波及事故に至った原因

23



１. 死傷事故（1号）の詳報作成

事例１（1号）
作業員がキュービクル内の銘板確認中に、計器用変成器
（ＶＴ）の充電部に接触し、やけど（感電負傷）をおった。

●作業員情報
・感電経路
・事故時の安全装備状況
・経験年数
・安全教育
●電気工作物情報
・充電部の状態

報告において必要な事項

24

その他添付書類

・使用区域平面図
・単線結線図
・作業状況図
・感電負傷箇所
・診断書
・保守点検記録 等



１. 死傷事故（1号）の詳報作成

左：入力画面例 右：各項目の詳細説明

・実施したい項目を選択

25
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１. 死傷事故（1号）の詳報作成

はじめる前の注意事項等記載ページ
記載事項をご確認いただき、
問題なければ「次へ」ボタン押下

・実施したい項目を選択



・報告書の報告区分
・報告提出先監督部
・詳報(報告書)提出日

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

注意点
[必須]の項目を全て入力
することで次のページに進
むことができます。

１. 死傷事故（1号）の詳報作成

27



・報告事業者の情報
・報告担当者連絡先

自家用電気工作物を設置する者で
あっても、発電設備を有して居る場合、
電気事業法第27条の27第1項の届
出をした者のみ「発電事業者」にも
チェック。
発電を行っているが、上記届出が必
要でない者はチェックしない。

参考：
https://www.enecho.meti.go.
jp/category/electricity_and_g
as/electricity_measures/004/
pdf/004shiryo_01.pdf

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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複数、主任技術者が居る場合は追加

自社選任の場合は自社の所属を、
外部であれば事業者名の記載をお願
いします。

複数の主任技術者の役割を同
一人物が負っている場合は、複
数のチェックをする。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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発生日時が不明の場合は、
事故を覚知した日を記載し
てください。

発電を行っている事業者は、発電電
力及び系統連携電圧（受電電圧
欄に記載）を、受電を行っている事
業者は受電電圧及び受電容量を記
載してください。

発電も受電も行っている場合は、系
統連携電圧と受電電圧のいずれか
大きい方の値を記載してください。

天候が不明の場合は、その他
の欄に「不明」と記載してくださ
い。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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1号から13号までの該当する号にチェック。

最大３つの号までは複数選択可。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

注意点
令和4年12月1日法改正により、事故報告の区分とし
て「7号：出力十万キロワット以上の蓄電所に係る七
日間以上の放電支障事故」が新設されました。
（新設に伴い、以前の7号～13号の事故は8号～14
号となり、番号がひとつ繰り上げとなります。）

改正に伴うシステム側の表記修正対応は令和5年4月
1日を予定しており、それまでは改正前の表記となります
ことをご了承ください。
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（１）事故発生前の状況の入力について
①天気・天候・湿度・温度
②発電状況
③負荷状況
④電力潮流
⑤関係電気工作物の施設状況
⑥保守点検の状況
⑦運転の状況
⑧作業の状況
⑨その他

①～⑨のいずれか１つ以上に記載
してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（２）事故発生時の経緯について
時系列で何が起きたかわかるよう
に記載してください。

例
○月●日 15:00 保守点検実施
○/○ ○○について交換
22:00 事故発生

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

設備点検の規則・手順や「(1) 事
故発生前の状況」の項目で記載で
きない内容について記載してください。

事故発生の経緯について、時系列
で記載できない内容について記載し
てください。
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（３）応急処置について
応急処置として実施した
・救急処置
・開閉器操作
・電気設備作業
・施設改修作業
などを記載してください。

（４）復旧作業について
復旧作業として実施した作業及び
作業日時（仮復旧を含む）
・設備交換
・施設改修
・装備更新
・教育・訓練
などを記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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35

◆死亡者の人数を、
①死亡欄に
死因別に入力してください。

◆負傷者(入院以上)の人数を、
②負傷欄に
原因別に入力してください。

◆負傷者(入院等なし)の人数を、
③負傷欄に入力してください。

内訳は次ページ以降の内容を入力すると
自動で反映されます
ただし、①＋②の人数が6名以上の場合は
手動で内訳を入力する必要があります。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出



◆死傷者の原因、事故内容等を対
象者別に入力

①入力した被害者のうち「最も被害の程度が大き
い死傷者」にチェックを入れてください。

②原因分類の小分類が「被害者の過失」となってい
る場合は、入力した被害者のうち「過失をした被
害者」にチェックを入れてください。

③ 死傷者情報は最大5名まで追加可能
（6名以上の場合は、被害の程度が大きい死傷
者の情報を入れてください。）

④具体的な負傷の程度、被害部位や感電経路に
ついて記載してください。
被害箇所が複数の場合、複数箇所について記載
してください。

※原因分類が「被害者の過失」「第三者の過失」の場合

両方にチェックが入る場合もあります。
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作業者の場合は経験年数も記載してください。
分析し、事故軽減のための啓蒙活動に使用し
ます。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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点検作業中だったのか
清掃作業中だったのか
銘板確認中だったのか
記載してください。

装備状況についても出来るだけ
詳細情報を選択してください。
分析し、事故軽減のための啓
蒙活動に使用します。

死亡又は負傷（入院有り）した者が複数名の場合は、同様に
複数名分の死傷者情報を入力してください。（最大5名まで）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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死傷事故に至った原因の詳細について記
載してください。

死傷事故の原因となった電気工作物
の詳細情報を記載してください。

事故発生原因に複数の工作物が起因して
いる場合はチェックをしてください。
５つまで登録可

別入力画面に移動
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報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

新しく電気工作物を登録したい
場合は[新規]を選択してください。

既に登録している電気工作物を
設定したい場合は上部リストの
“〇”を選択した後に[リストより選
択]を選択してください。

既に登録している電気工作物の
内容を編集したい場合は上部リ
ストの“〇”を選択した後に[リスト
より選択し内容を変更]を選択し
てください。
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・電気工作物については、プルダウンメニュー
で選択。
・プルダウンメニューから選択することで、「区分開閉
器、PAS、SOG」など同じ電気工作物の表現方
法を統一します。

工作物の名称は必須

・使用年数、型式、製品仕様などを記載。
・破損するまで年数など、より正確な分析が
でき、より詳細な交換推奨時期などの提言に
使用します。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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・電気工作物の設置場所について記載してください。

添付資料として点検記録を報告書に付して頂くか、
（３）点検状況に年次点検や月次点検の記録を記
載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

入力が完了したら「次へ」ボタンを押すことで、
電気工作物が登録され、「号情報の入力」
のページへ戻ります。
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全ての電気工作物について入
力した後、死傷事故の原因と
なった工作物をプルダウンから
選択してください。

充電部接触による感電事故の
場合は、触れてしまった充電部
の状況について記載してくださ
い。

アーク発生に伴うやけどの場合
は、アーク発生の原因となった
操作状況などを記載してくださ
い。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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主任技術者からの助言・定期点検結果の把握

作業手順・作業準備・安全確保対策・安全教育

死傷事故については、作業手順や教育について記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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様式13総括入力へ

（再発防止対策）
・感電死傷事故に関連して、
事故の未然防止や被害の
拡大防止のために実施（実
施時期を含む）又は計画
（実施予定時期を含む）
した再発防止対策について
記載してください。

注意点
事故原因の調査中などの理由により、
再発防止対策が策定できない場合は、
検討中と記載することも可能です。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、被害状況、再発防止対策の統合を行うページ
が表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に何が原因であったかを記載して
ください。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、事故発生原因に追記が必要な場合は記載してくだ
さい。様式１３「６．原因」に内容は反映されます。

様式１３

転写＋必要に応じ
事故原因詳細を追記

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、被害状況、再発防止対策の統合を行うページ
が表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、各号の被害状況の入力情報が表示されますので、当該事故の総
合的な内容を取りまとめたものを入力してください。様式１３「7．被害状況」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、被害状況に追記が必要な場合は記載してください。
様式１３「7．被害状況」に内容は反映されます。

転写 ＋必要に応じ被害状況内容を追記

様式１３

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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◆各号の再発防止対策まで入力完了すると、事故原因、被害状況、再発防止対策の統合を行うページ
が表示されます。

◆複数の号が該当する事故の場合は、発生した事故全体として総合的に行った再発防止対策について
記載してください。様式１３「９．再発防止対策」に内容は反映されます。

◆１つの号のみの場合であっても転写内容のほかに、再発防止対策に追記が必要な場合は記載してくだ
さい。様式１３「９．再発防止対策」に内容は反映されます。

転写 ＋必要に応じ再発防止対策詳細を追記

様式１３

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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詳報に添付する書類に該当するものが
あればチェックボックスにチェックをしてくだ
さい。

また、チェックボックス以外の書類や、添
付した書類名の記載が必要な場合は、
添付書類の欄に記載をしてください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

入力内容に問題がない場合、これで詳報の入力作業は終了です。
システム上で引き続き、下記の作業を実施します。

・詳報PDF・XMLファイルのダウンロード
・写真PDFの作成
・別添資料（単線結線図等）の添付
・産業保安監督部へのメール提出

⇒「３. 報告書のメール提出」にてご説明します。

注意点
詳報入力後は必ず詳報PDF・
XMLファイルをお使いのパソコン・
スマホに保存してください。
詳報作成支援システム内には入
力データは保存されない仕様と
なっております。
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１号の印字例

（参考）

p.1 報告書表紙 p.2 様式13 ①p.1 報告書表紙 p.2 様式13 ① p.3 様式13 ② p.4 様式13 ③
事故発生の状況などの詳細情報

p.4 様式13 ③
事故発生の状況などの詳細情報

p.5 様式13 ④
事故発生の状況などの詳細情報

p.6 1号詳細情報 p.7 電気工作物情報 p.8 死傷者情報

50



２. 波及事故（旧11号、令和4年12月より12号）の詳報作成

事例２
受電電気室の外壁と内壁ボードの一部に破損箇所があり、この隙
間から進入した蛇が、主遮断器の高圧交流負荷開閉器（ＬＢ
Ｓ）Ｒ相電源側の接続部分と高圧交流負荷開閉器ケースに接
触し地絡し、高圧気中負荷開閉器（PAS）及び地絡方向継電
器が不良のため動作せず、波及事故に至った。

●１次要因 地絡・短絡事故発生原因
●２次要因 波及事故に至った原因

報告において必要な事項

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

他部分は1号詳報と同じ要領で作成が可能なため、
本講演では「号情報の入力 - 電気工作物情報の入力」のみご説明いたします。
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その他添付書類

・使用区域平面図
・単線結線図
・保守点検記録 等



（参考）事故発生の経緯と応急処置並びに復旧作業
報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

52



（参考）事故発生の経緯と応急処置並びに復旧作業
報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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○区分開閉器の破損
区分開閉器に破損があって、区分開閉器が地絡又は短絡した場合

○区分開閉器以外の破損
区分開閉器以外の電気工作物に破損があって、その電気工作物が地絡又は短絡した場合

○区分開閉器の誤操作等
区分開閉器の誤操作や鳥獣接触等により区分開閉器が地絡又は短絡したが、区分開閉器に破損が認められなかった（※１）
場合

○区分開閉器以外の誤操作等
区分開閉器以外の電気工作物の誤操作や鳥獣接触等により、その電気工作物が地絡又は短絡したが、その電気工作物に破損
は認められなかった（※２）場合
（例）高圧交流負荷開閉器（LBS）にネズミが接触して地絡したが、区分開閉器が故障していたため動作せず波及事故となっ
た

※１ 区分開閉器に破損が認められた場合は「区分開閉器の破損」を選んでください
※２ 区分開閉器以外の電気工作物に破損が認められた場合は「区分開閉器以外の破損」を選んでください

（波及事故要因区分）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（区分開閉器状況）

区分開閉器以外の電気工作物において地絡又は短絡した場合に、表示されますので、この中から選択し
てください。

○区分開閉器無：未設置
出迎え方式の場合や責任分界点が保護機能の無い手動開閉器の場合

○区分開閉器有：不動作
保護機能のある区分開閉器が設置されているが区分開閉器の故障、継電器の電源喪失、電力会社
との保護協調不備などで区分開閉器の開放動作がされなかった場合

○区分開閉器有：自動再閉路不成功
区分開閉器は正常動作したが、電力会社の事情（変電所の点検で再閉路しない設定であったなど）で
再閉路されなかった場合
○区分開閉器有：その他

○区分開閉器状況不明：区分開閉器の設置の有無が特定できない場合

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（自家用電気工作物により一般送配電業者または特定送配業者に供給支障を発生させて事故）

[事故発生日コピー]ボタンを
押すことで、発生日時に「号の
選択」ページで入力した事故
発生日をコピーできます。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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供給支障軒数が把握できている場
合は記載してください。
また、地区別の供給支障軒数が把
握できている場合は詳細に記載し
てください。

復旧状況（●●地区は何時何
分復旧）など、その詳細について
記載

（自家用電気工作物により一般送配電業者または特定送配業者に供給支障を発生させて事故２）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（区分開閉器以外の電気工作物の破損）

→地絡・短絡の発生要因となった電気工作物について記載してください。

電気工作物の詳細情報につい
て記載してください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など

他にも地絡・短絡発生の起因と
なった電気工作物
がある場合は、チェックをしてくだ
さい。
５つまで登録可

地絡・短絡した電気工作物の地
絡・短絡発生箇所を含めた詳細
状況を記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（事故発生電気工作物以外の電気工作物被害）

→地絡・短絡した電気工作物以外に波及事故に至った原因の電気工作物や地絡・短絡が発生
したことにより被害を受けた電気工作物がある場合は記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（事故原因詳細１）

→地絡・短絡が発生した要因（１次要因）について記載してください。

原因については、下記に掲げる大
分類を選択後、該当する小分類
を選択してください。
「設備不備」
「保守不備」
「自然災害」
「故意・過失」
「他物接触」
「腐食」
「震動」
「他事故波及」
「燃料不良」

地絡・短絡事故に至った原因について、
記載してください。

発生した地絡・短絡事故に対して行った
再発防止措置について記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（区分開閉器不動作）

→不動作であった区分開閉器の詳細情報を記載してください。

区分開閉器の動作確認をした
内容や解体し内部確認をした内
容など、区分開閉器が不動作で
あったことを確認した詳細情報を
記載してください。

不動作であった区分開閉器の詳
細情報について記載してください。
・製品名称
・使用年数
・製造年月
・製造事業者名など

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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SOG（GR）
SOG（DGR）
SOG（不明）
AOG（GR）
AOG（DGR）
AOG（不明）
GIS
その他

（区分開閉器を設置した際の詳細情報）

→避雷器の設置、保護継電器の種類など、区分開閉器を設置した際に併せて設置したものについて
記載してください。

→避雷器の設置箇所、構内第１
柱なのか他の場所なのか等の詳細
を記載してください。

→内蔵型ではなくとも、区分開閉
器を制御する機器の電源等につい
て記載してください。

架空
架空＋地下埋設
地下
その他

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（事故原因詳細２①）

→波及事故に至った原因（２次要因）について記載してください。

区分開閉器誤投入・強制投入
保護協調不備
保護範囲外
保護継電器不良(内部異常)
保護継電器不良(電源異常)
保護継電器不良(電源回路開放)
保護継電器不良(電源喪失)
保護継電器不良(検出不可)
保護継電器不良(その他)
保護継電器未設置
開閉器不良(内部故障)
開閉器不良(事故で故障)
開閉器不良(その他)
その他
不明

波及事故に至った原因の詳細を記載してください。

（当該ケース（区分開閉器不動作）以外にも波及事故につ
いては、区分開閉器が破損していた場合や区分開閉器の誤
操作により波及事故を発生させることもあります。当該項目に
は、波及事故に至った詳細について記載してください。）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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主任技術者からの助言・定期点検結果の把握

作業手順・作業準備・安全確保対策・安全教育

波及事故については、定期点検結果について記載してください。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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（事故原因詳細２②）

→発生した事故全体に対して実施した再発防止対策を記載してください。
（１次要因（地絡・短絡発生原因）及び２次要因（波及事故に至った発生原因）に対し
実施した再発防止対策について記載してください。）

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出

様式13総括入力へ
（本講演では省略させていただきます。）
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詳報作成支援システムから監督部へメール
による報告が可能です

①ファイルの保存

66

① ファイルの保存

② 写真PDFの作成

③ 書類の添付

④ 監督部へメールで提出

必要な書類を添付
・作成した写真のPDF
・年次、月次等の定期点検の書類
・死傷事故については診断書の写し
・単線結線図

・その他

必要に応じ、写真をアップロードしPDFを作成
できます。

・XMLファイル（データベース用）
・PDFファイル（報告書）
・PDFファイル（写真）
・PDF等（別紙、添付書類）

作成した詳報のXML、PDFをPCに保存

②写真PDFの作成

④提出

③書類の添付

66

３. 報告書のメール提出



XML形式の電子媒体（データ）
と詳報PDFのZIPファイルを
ローカルに一括保存（名前を付けて保存）

詳報PDFファイル

①ファイルの保存
入力完了後ページ ダウンロードページ

注意点
ファイルを保存しない限り、次のページへ進むことは出来ません。
必ずデータをご自身のPC・スマホに保存するようお願いします。
（システム側では入力した情報を保存しない仕様となっております。）

データ保存後に[次へ]選択
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事故報告に関連する写真を１つのPDFに
変換することが可能です。

※最大6枚、256MBまで可能です。

②写真PDFの作成
事故関連写真PDFの作成ページ

注意点
・写真PDFの作成は任意です。
・6枚以上の写真PDFを報告書に添付したい場合は、別途他のアプリ等での編集をお願いします。
・産業保安監督部側で受け取ることのできるメールのデータサイズは10MBまでとなります。
写真PDFのサイズが10MBを超えた場合は写真のサイズを圧縮するか、
他の方法（ファイル交換システム等）でお送りいただくようお願いします。

写真PDFを作成したら[次へ]選択
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詳報の提出を行う産業保安監督部、設置者情報、主任技術者
等の報告者情報の入力が可能です。
（メールアドレスを入力した場合、監督部へ送信した報告メールが
CCで届きます。）

③書類の添付・提出先等の情報入力
資料選択、提出ページ

注意点
・[提出]ボタンを押すことで、即時メールが監督部担当部署まで送信されます。
メール提出は実際の事故報告のみでご利用いただくように、十分ご注意ください。
（詳報入力の練習・動作確認などではメール提出はしないようにしていただき、
誤って提出した場合は、提出した監督部までご連絡をお願いいたします。）

入力完了後、[提出]ボタンでメール提出完了

単線結線図等、報告メールに添付するファイルを追加できます。
（詳報PDF・XMLファイルは自動で添付されます。）

※添付可能なデータサイズは10MBまで。
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【お知らせ】

詳報作成支援システムで
「速報」の作成・提出ができるようになります

（令和5年4月1日から）
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報告者 監督部

作成
機能

XML、PDF提出
機能

速報作成段階

詳報作成段階

報告者 監督部

作成
機能

XML、PDF提出
機能

データ入力

入力内容の入ったXMLファイル

XMLを読込み

内容編集、入力

XMLファイルを流用することで、詳報作成の効率の向上につながる

速報作成支援機能の概要

詳報作成支援システム

詳報作成支援システム内

速報作成支援機能

24時間以内に
メール提出
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速報

速報（小出力）
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速報作成支援機能の画面イメージ

詳報作成支援システムのTOPページに[速報]ボタンを設
置し、速報が作成・提出できるようにシステムを改修する
予定です。

速報作成支援機能は令和5年度4月1日よりサービス開
始予定となっておりますので、ぜひご利用ください。

※画面は開発中のイメージ画像です。
実際の画面とは異なる可能性がございます。



今後もＮＩＴＥは、電気保安の向上に
貢献して参ります。
ご静聴ありがとうございました。
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Ⅰ．
１．NITEについて
２．電気保安技術支援業務の概要

Ⅱ．
１．死傷事故（1号）の詳報作成
２．波及事故（旧11号、令和4年12月より12号）
の詳報作成

３. 報告書のメール提出

（参考）①複数号に係る事故の報告について
（参考）②過去に作成した詳報を編集・流用したい場合
（参考）③小出力発電設備に係る事故報告 74



■（参考）①複数号に係る事故の報告について
１号死傷事故＋１２号波及事故

事例３
高圧負荷開閉器（LBS）がロック機能の不良により開放したため、
デスコン棒を用いて閉路した際に、誤って被害者が高圧負荷開閉
器（LBS）に接触して感電するとともに地
絡したが、構内第１柱の高圧気中開閉器の地絡継電器が作動し
なかったため、波及事故となった。

【死傷事故】
●作業員情報
・感電経路
・事故時の安全装備状況
・経験年数
・安全教育
●電気工作物情報
・充電部の状態

報告において必要な事項

【波及事故】
●１次要因 地絡・短絡事故発生原因
●２次要因 波及事故に至った原因
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1号から13号までの該当する号
にチェック。

最大３つの号までは複数選択
可。

報告先選択 > 報告者情報の入力 > 号の選択 > 様式13入力 > 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力 > 様式13総括入力
> 資料選択、提出
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① 報告先選択

② 報告者情報の入力

③ 報告規則<号>の選択

④ 様式13入力

⑤ 号情報の入力 - 電気工作物情報の入力

⑥ 様式13総括入力

提出先保安監督部の選択

設置者に関する内容入力

電気関係報告規則第3条の号数選択
（1～14号、3つまでは複数選択可）

原因、再発防止対策及び全体総括を入力

各号の詳細情報及び事故発生に
起因した電気工作物の情報入力

事故発生前の状況、事故
の経緯等入力

■詳報作成支援システム入力の流れ（複数号）

各号情報
ごとに入力

単独号と同じ
要領で入力

右画像のページへ遷移
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■（参考）②過去に作成した詳報を編集・流用したい場合
（例）
①産業保安監督部に提出した詳報について、報告内容に手直しが必要となった場合
②過去に同じ状況で事故が発生した経験があり、
その時の詳報XMLの入力内容を一部流用したい場合

③経年劣化等で複数台の機器が立て続けに故障し、それぞれ別件で事故報告したい場合
(事故の経緯や設置場所、事故原因が一致しているため内容を流用したい。)
⇒過去に作った詳報XMLをお持ちの場合、入力内容の一部流用が可能です。

過去に保存した詳報
XMLファイルを選択

詳報XMLファイルを選択後[ファイルをアップロードする]ボタンを押す
と、過去の入力内容が埋めこまれた状態の詳報入力ページが開き
ます。修正が必要な部分のみ修正し、適宜新規保存やメール報告
を実施してください。

① ②
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■（参考）③小出力発電設備に係る事故報告
「10kW以上50kW未満の太陽電池発電設備」又は「『20kW』未満の風力発電設備」の所
有者・占有者であって、電気報告関係規則第三条の二各号に掲げる小出力発電設備の事
故報告（詳報）を作成・修正をする方は[小出力発電設備事故報告書作成]ボタンをクリック
してください。

小出力発電設備の事故報告についても、システム上で
産業保安監督部へのメール報告が可能です。

各号での入力方法については、システムの使い方動画
から詳細に確認できます。
（左の画面の[システムの使い方【YouTube】]ボタンか
ら、解説動画を閲覧可能です。）

注意点
・「小出力発電設備事故報告」で作成した詳報XMLファ
イルを、左図の「事故詳報作成」で読み込むことは出来ま
せん。
（逆の動作：「事故詳報作成」で作成したXMLファイル
を「小出力発電設備事故報告」で読み込むことも不可と
なっております。）
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